
業務委託等契約（終了通知型）標準約款 

（総則）  

第１条 受注者は、別冊の図面及び仕様書（以下「仕様書等」という。）

に基づき、頭書の業務委託料（以下「委託料」という。）をもって、頭

書の委託期間（以下「委託期間」という。）内に、頭書の委託業務（以

下「委託業務」という。）を実施しなければならない。 

 

（契約の保証）  

第２条 受注者は、この契約と同時に、次の各号のいずれかに掲げる措置

を講じなければならない。この場合において、第４号に掲げる措置を講

じたときは、直ちに当該措置に係る保険証券を発注者に寄託しなければ

ならない。 

 

(1) 契約保証金の納付  

(2) 契約保証金の納付に代わる担保となる有価証券等の提供  

(3) 契約保証金の納付に代わる担保となる措置であって、この契約によ

る債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は発注

者が確実と認める金融機関の保証 

 

(4) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行

保証保険契約の締結 

 

２ 受注者は、前項の規定による保険証券の寄託に代えて、電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であ

って、当該履行保証保険契約の相手方が定め、発注者が認めた措置を

講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保険証券を

寄託したものとみなす。 

 

３ 第１項各号に掲げる措置に係る契約保証金（契約保証金の納付に代

わる担保については、当該担保の価値）の額又は保証金額若しくは保

険金額（以下「契約保証金の額等」という。）は、委託料の１００分

の 以上としなければならない。 

弘前市契約規則（平成

１８年弘前市規則第

５２号）第３４条第１

項の規定に留意し、契

約保証金の額等に係

る割合を定めて記入

する。 

４ 受注者が第１項第３号又は第４号に掲げる措置を講じる場合は、当

該措置は、第１５条第２項各号に規定する者による契約の解除の場合

についても保証するものでなければならない。 

 

５ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる措置

を講じたときは、当該措置は契約保証金に代わる担保の提供として行

われたものとし、同項第４号に掲げる措置を講じたときは、契約保証

金の納付を免除する。 

 

６ 委託料の変更があったときは、契約保証金の額等が変更後の委託料

の１００分の に達するまで、発注者は、契約保証金の額等の増額を

請求することができ、受注者は、契約保証金の額等の減額を請求する

ことができる。 

弘前市契約規則第３

４条第１項の規定に

留意し、契約保証金の

額等に係る割合を定

めて記入する。 

（権利義務の譲渡等）  

第３条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡

し、又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ書面により発注者

の承諾を得た場合には、この限りでない。 

 

（再委託等の制限）  

第４条 受注者は、委託業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け

負わせてはならない。ただし、あらかじめ書面により発注者の承諾を得

 



た場合には、この限りでない。 

（委託費明細書の提出）  

第５条 受注者は、契約締結後１０日以内に委託費明細書を発注者に提出

しなければならない。ただし、委託費明細書は発注者及び受注者を拘束

するものではない。 

 

（業務責任者）  

第６条 受注者は、委託業務を指導監督する業務責任者を選定し、その氏

名を書面により発注者に通知するものとする。業務責任者を変更したと

きも、同様とする。 

 

２ 発注者は、業務責任者の指導監督が不適当であるために委託業務の実

施に支障があると認めたときは、受注者に対し、理由を明示して、その

変更を求めることができる。 

 

（委託業務の調査等）  

第７条 発注者は、受注者の委託業務の実施について、随時その状況を調

査し、又は受注者に対し報告を求め、その業務の改善、停止その他の措

置を指示することができる。 

 

（委託業務の内容の変更等）  

第８条 発注者は、必要があると認めるときは、書面により受注者に通知

して、委託業務の内容を変更し、又は委託業務の全部若しくは一部の実

施を一時中止させることができる。この場合において、委託料又は委託

期間を変更する必要があるときは、発注者と受注者とが協議して書面に

より定める。 

 

２ 発注者は、前項の場合において、受注者に損害を及ぼしたときは、必

要な費用を負担しなければならない。 

 

（臨機の措置）  

第９条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の

措置をとらなければならない。この場合において、必要があると認める

ときは、受注者は、あらかじめ発注者の意見を聴かなければならない。

ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限りではない。 

 

２ 前項の場合において、受注者は、そのとった措置の内容を直ちに発注

者に通知しなければならない。 

 

３ 発注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、受注者に対

して臨機の措置を求めることができる。 

 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合にお

いて、当該措置に要した費用のうち、受注者が委託料の範囲において負

担することが適当でないと認められる部分については、発注者がこれを

負担する。この場合における発注者の負担額は、発注者と受注者とが協

議して書面により定める。 

 

（委託業務の実施に係る損害）  

第１０条 受注者は、委託業務の実施に当たり受注者の責めに帰する理由

により発注者又は第三者に損害を与えたときは、直ちに発注者に報告

し、損害を賠償しなければならない。 

 

２ 発注者は、受注者の委託業務の実施に当たり発注者の責めに帰する理

由により受注者又は第三者に損害を与えたときは、損害を賠償しなけれ

ばならない。 

 

３ 委託業務の実施に当たり発注者と受注者のいずれの責めにも帰さな

い理由により生じた損害を賠償するときは、発注者と受注者とが協議し

て定めるものとする。 

 

（委託業務の検査）  

第１１条 受注者は、その月に係る委託業務が終了したときは、遅滞なく、 



発注者に通知しなければならない。 

２ 前項の規定による通知を受けたときは、発注者はその日から起算して

１０日以内に当該委託業務の実施状況について検査し、その結果を受注

者に通知しなければならない。 

 

３ 前項の規定による検査の結果不合格となり、当該委託業務の実施につ

いて補正を命ぜられたときは、受注者は遅滞なく当該補正を行い、発注

者に補正完了の通知をし、再検査を受けなければならない。この場合に

おいて、当該補正に要する費用は、受注者の負担とする。 

 

４ 第１項及び第２項の規定は、前項の再検査について準用する。  

（委託料の支払）  

第１２条 受注者は、前条第２項（同条第４項において準用する場合を含

む。）の規定による検査の結果、合格の通知を受けたときは、当該通知

を受けた部分の委託料相当額の請求をすることができる。 

 

２ 発注者は、前項の規定による請求を受けたときは、その日から３０日

以内に請求金額を支払うものとする。 

 

（発注者の解除権等）  

第１３条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当する場合におい

て、相当の期間を定めてその履行の催告をしたにもかかわらず、その期

間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、

その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の

社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 

(1) 委託期間内において委託業務を完了する見込みが明らかにないと認

められるとき。 

 

(2) 委託業務に着手すべき期日を過ぎても委託業務に着手しないとき。  

(3) 受注者の委託業務の実施が甚だしく不誠実と認められ、又はこの契

約を誠実に履行する意志がないと認められるとき。 

 

(4) 受任者又はその代理人若しくは使用人が、この契約の締結又は履行

に当たり、不正な行為をしたとき。 

 

(5) 受注者又はその代理人若しくは使用人が、正当な理由なく、発注者

の監督又は検査の実施に当たり、その職務の執行を妨害したとき。 

 

(6) 前各号に掲げる場合のほか、受注者がこの契約に違反したとき。  

２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこ

の契約を解除することができる。 

 

(1) 委託業務を実施するために必要な資格免状の喪失等により無資格者

となったとき。 

 

(2) 第１７条第１項又は第２項に規定する理由によらないで、この契約

の解除を申し出たとき。 

 

(3) 受注者が次のいずれかに該当するとき。  

ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的

に関与している者を、受注者が法人である場合にはその役員、その

支店又は常時業務の契約を締結する事務所の代表者その他経営に

実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が、

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下この号において「暴

力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下この号

において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

 

イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又

は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用

するなどしていると認められるとき。 

 

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便  



宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協

力し、若しくは関与していると認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不

当に利用するなどしていると認められるとき。 

 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を

有していると認められるとき。 

 

カ 再委託契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオまでの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと

認められるとき。 

 

キ 受注者が、アからオまでのいずれかに該当する者を再委託契約そ

の他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）

に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれ

に従わなかったとき。 

 

 （発注者の任意解除権）  

第１４条 発注者は、委託業務が完了しない間は、前条に規定する場合の

ほか必要があるときは、契約を解除することができる。 

 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に

損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。この場合

における賠償額は、発注者と受注者とが協議して定める。 

 

（契約が解除された場合等の違約金）  

第１５条 発注者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、

委託料の１００分の に相当する額を違約金として、受注者から徴収

する。 

弘前市契約規則第３

２条第２号イの規定

に留意し、違約金に係

る割合を定めて記入

する。 

(1) 第１３条の規定により業務の完了前にこの契約を解除したとき。  

(2) 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき理

由によって受注者の債務について履行が不可能となったとき。 

 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当

する場合とみなす。 

 

(1) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法

（平成１６年法律第７５号）の規定により選任された破産管財人 

 

(2) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更

生法（平成１４年法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

 

(3) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務

者等 

 

３ 発注者は、第１項の違約金を委託料から控除するものとし、なお不足

がある場合は、別に徴収する。 

 

４ 第１項の場合（第１３条第２項第３号の規定により、この契約が解除

された場合を除く。）において、第２条第１項第１号から第３号までの

措置が講じられているときは、発注者は、契約保証金又は契約保証金の

納付に代わる担保をもって第１項の違約金に充当することができる。 

 

５ 第１項に定める場合（第２項の規定により第１項第２号に該当すると

みなされる場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして

受注者の責めに帰することができない理由によるものであるときは、第

１項の規定は適用しない。 

 

（発注者の損害賠償）  

第１６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、こ

れによって生じた損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各

 



号に定める場合が、この契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の

責めに帰することができない理由によるものであるときは、この限りで

ない。 

(1) 委託期間内に業務を完了することができないとき。  

(2) 第１３条の規定により、業務完了後にこの契約が解除されたとき。  

(3) 前条第２項各号に掲げる者によりこの契約が解除されたとき。  

(4) 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき

又は債務の履行が不能であるとき。 

 

(5) 前条第１項の違約金の額を超えた金額の損害が生じたとき。  

（受注者の解除権等）  

第１７条 受注者は、発注者がこの契約に違反した場合において、相当の

期間を定めてその履行の催告をしたにもかかわらず、その期間内に履行

がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を

経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に

照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 

２ 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を

解除することができる。 

 

(1) 第８条第１項の規定により委託業務の内容を変更したため、委託料

が３分の２以上減少したとき。 

 

(2) 第８条第１項の規定による中止の期間が委託期間の３分の２以上に

達したとき。 

 

３ 前２項の規定に定める場合が受注者の責めに帰すべき理由によるも

のであるときは、受注者は契約の解除をすることができない。 

 

（解除に伴う措置）  

第１８条 発注者は、この契約が業務の完了前に解除された場合において

は、受注者が既に実施した部分であってその実施の状況が第１１条第２

項又は第３項の規定による検査の結果が合格であるものについては、当

該部分の委託料を支払わなければならない。 

 

２ この契約が業務の完了後に解除された場合は、解除に伴い生じる事項

の処理については、発注者及び受注者が民法の規定に従って協議して定

める。 

 

（受注者の損害賠償）  

第１９条 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合は、こ

れによって生じた損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各

号に定める場合がこの契約及び取引上の社会通念に照らして発注者の

責めに帰することができない理由によるものであるときは、この限りで

ない。 

 

(1) 第１７条の規定によりこの契約が解除されたとき。  

(2) 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又

は債務の履行が不能であるとき。 

 

（契約保証金の還付）  

第２０条 契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われてい

るときは、受注者がこの契約を履行したとき又は第１３条第２項第３

号、第１４条第１項若しくは第１７条第１項若しくは第２項の規定によ

りこの契約を解除したときは、受注者に還付するものとする。 

 

（遅延利息の徴収等）  

第２１条 発注者は、受注者がその責めに帰する理由によりこの契約に

基づく違約金又は損害賠償金を発注者の指定する期間内に支払わな

いときは、その支払わない額に当該期間を経過した日の翌日から支払

の日まで契約締結の日における政府契約の支払遅延防止等に関する

 



法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項に基づき財務大臣が

決定する年率（以下「支払遅延防止法の遅延利息の率」という。）の

割合（うるう年の日を含む期間についても３６５日当たりの年率とす

る。）で計算して得た金額を、遅延利息として徴収する。 

２ 受注者は、発注者がその責めに帰する理由によりこの契約に基づく

委託料又は損害賠償金を指定の期間内に支払わないときは、その支払

わない額に当該期間を経過した日の翌日から支払の日まで契約締結

の日における支払遅延防止法の遅延利息の率の割合（うるう年の日を

含む期間についても３６５日当たりの年率とする。）で計算して得た

金額を、遅延利息として請求することができる。 

 

３ 発注者は、受注者がこの契約に基づく違約金又は損害賠償金を発注

者の指定する期間内に支払わないときは、その支払わない額に第１項

の遅延利息を付した額と、発注者の支払うべき委託料の額とを相殺

し、なお不足がある場合は、別に徴収する。 

 

４ 発注者は、この契約に基づく違約金及び損害賠償金並びに第１項の遅

延利息に関し、これらの債権の保全上必要があるときは、受注者に対し

業務又は資産の状況に関して質問し、帳簿書類その他の物件を調査し、

又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

 

５ 発注者は、受注者が前項の規定に違反して、質問に応ぜず、若しくは

虚偽の応答をし、若しくは報告等をせず、若しくは虚偽の報告等をし、

又は調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合においては、当該債権の

全部又は一部について履行期限を繰り上げることができる。 

 

（関係法令の遵守）  

第２２条 受注者は、委託業務の実施に当たっては、関係法令を遵守しな

ければならない。 

 

（服務及び規律）  

第２３条 受注者は、委託業務に従事する者（以下「従事者」という。）

の服務及び規律の維持に関して一切の責任を負わなければならない。 

 

２ 受注者は、従事者が、発注者の施設において委託業務実施上必要のな

い場所に立ち入り、又は許可なく器物等を移転し若しくは持ち出すこと

のないよう、十分監督指導しなければならない。 

 

３ 発注者は、従事者について、委託業務の履行又は管理につき著しく不

適当と認められる者があるときは、受注者に対してその理由を明示し

て、その変更を求めることができる。 

 

４ 受注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事

項について決定し、その結果を発注者に通知しなければならない。 

 

（秘密の保持）  

第２４条 受注者は、委託業務の処理上知り得た秘密を他に漏らしてはな

らない。 

 

（その他）  

第２５条 この契約書及び仕様書等に定めのない事項及び疑義の生じた

事項については、必要に応じて、発注者と受注者とが協議の上定めるも

のとする。 

 

 


